
　２　施策の目的と成果把握

A

11

82%97%

61.1 57.6

27年度

56.0

55.0

見込み値

65 55

56.0

◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　 △目標を未達成（95％未満）

28年度

56.0

24年度区分

50.0

65.0 67.063.0 68.080.0

％

達成率

実績値

77%

目標値

成り行き値

結果

成り行き値

目標値

61.3

89%

施策主管課長名

56.0

70.0

56.0

達成率

実績値

結果

目標値

達成率

結果

① 対象
　　（この施策は、誰、何を対象としているのか）

市議会

25年度 26年度 27年度 28年度

54

29年度単位

② 対象指標　（対象の大きさを表す指標）

見込み値

④ 成果指標　（意図の達成度を表す指標）

B 日

25年度

C

③ 意図
　（この施策によって対象をどう変えるのか）

実績値

市民に関心を持たれる議会になる

⑤ 成果指標の測定方法　（実際にどのように実績を把握するか）

成り行き値

6

65

28

65

57

65 65

6

B

49

66

16 6実績値
C

議会に関心を持っている市民の割合

定例会・臨時会の審議日数
実績値

見込み値

6

28

日

61

65

実績値
常任委員会の審議日数

A

　総務課、行政改革推進課、選挙管理委員会事務局、議会事務局議事調査課

26年度

27

27

日特別委員会の審議日数

26
A

単位

　１　基本計画期間（平成25年度～平成29年度）における施策の方針

区分

開かれた議会運営の推進施策No.

24年度

施策名

施策
関係課名

政策
体系

政策No. 新たな行政経営によるまちづくり

28

29年度

4

22

27 28 27 28

7 政策名

年度

議事調査課施 策 主 管 課

　市民の議会に対する関心は高い水準にあるが、さらなる成果向上を目指すため、議会改革のサポートを行いながら市民に対する積極的な情報提供に努める。

新町　　貴
重点
施策

28 施策マネジメントシート１　(平成27年度目標達成度評価)平成

⑥ 平成29年度の目標値設定の考え方

△ ○ △ △

A　議会に関心を持っている市民の割合
※総合計画進行管理に係る市民意識調査

B

C

　「議会に関心を持っている市民の割合」については、「インターネットでの議会中
継と本会議会議録検索システムの導入」、「委員会の会議録の公開」、「議会報告
会の実施」、「広報広聴常任委員会の設置」、「議会棟の音響再生装置等の改修」
等を行い、議会広報活動等の充実に努めており、今後も議会広報活動等の更な
る周知を図るとともに、「霧島市議会基本条例」の的確な運用を図ることにより、議
会の審議内容がさらに理解され、議会がより身近なものと感じられるようになると考
えられることから、70.0％を目標値とする。

D

目標値

Ｄ

成り行き値

実績値

結果

達成率
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 ① この施策の役割分担をどう考えるか（協働による市民と行政の役割分担）

A

B

C

D

E

F

① ⑤

② ⑥

③ ⑦

④ ⑧

議会に関する情報提供の充実

#REF!

#REF!議会運営への支援

達成率

82.0

　５　施策の現状

 ⑤基本事業の
　　　　目標達成度

　　　○＝すべての目標値を達成　　△＝一部の目標値を達成　　×＝すべての目標値を未達成

#REF!

#REF!×

#REF!

×

■議会に対する関心度が薄いことから、市民に関心を持たれ、市民に開かれ
た議会を目指し、議会改革のサポートを行いながら、市民に対する議会活動
の積極的な情報提供に努めていく。

 ７ 平成29年度に向けた施策の課題・方向性
■若年層に特に議会への関心度が低いこと、また選挙制度改革が行われ、18
歳まで引き下げられたことも考慮し、市民に関心を持たれ、市民に開かれた議
会を目指し、議会改革のサポートを行いながら、市民に対する議会活動の積極
的な情報公開に努めていく。
■選挙管理委員会において、選挙権引き下げに伴う高校生への出前講座や
模擬選挙を通じて、政治や選挙に関心をもらえるような取り組みを行う。
■教育委員会、市議会、市及び選挙管理委員会と共同し、１８歳選挙権開始
に伴い、「政治（議会制民主主義や政策形成）」及び「選挙」への理解を高め
る。

 ６ 平成28年度の施策の取組方針 （昨年度マネジメントシートより）

（平成27年度目標と
　　　　　実績との比較）

#REF!

■議員が積極的に市民との会話をする場を持ってもらいたい。
■議会だよりを読みやすくすることや設置場所を増やしてほしい。
■より気軽に参加できる会を開催してほしい。
■議会に興味をもたせることから始める。
■どのような形をとっても、見てる（関心を持つ）人は見て（関心を持ち）、見ない（関心のない）人は見ない（関心がない）。

■議会に関心を持っている市民の割合は平成２６年度に比較し、２．６ポイント減少し、５５．０％であ
り、目標値に及ばなかった。
■市民意識調査による市議会での議論(議会傍聴、ケーブルテレビやインターネットによる中継、議
会だより等）を「全く見たり、聴いたりしなかった」と回答した割合が若年齢層にいくにつれ、高くなっ
ている。（18～29歳７８．２％、30～39歳５８．０％）
■これらの要因としては、若年齢層向けの仕掛けもYouＴubeでの一般質問放映や議会だよりの工
夫などしているものの浸透するまでには至っていないものとみられる。

結果

△67.0 55.0

目標値 実績値

　目標達成           ◎ 105％以上
　目標をほぼ達成 ○　95％～105％未満
　目標を未達成　  △  95％未満

平成27年度成果指標

施策マネジメントシート2　(平成27年度目標達成度評価)

       ア）行政の役割
　　　　　（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

      イ）市民（住民、事業所、地域、団体等）の役割

平成 28

 ④ 平成27年度施策の成果指標の達成状況及び要因 ③ 平成27年度施策の目標値と実績値の比較

■スマートフォン等の情報化社会に対応するため、スマートフォン等様々な媒体を活用した情報発信に努める必要がある。
■兵庫県議会議員の政務活動費の不正執行を発端に、地方議会における政務活動費の不適切執行が明るみになったほか、議員の不祥事等もあり、地方議
会の信頼が揺らいでいる。
■地方分権が進む中、議会において議会基本条例を制定し、議会改革に取り組む議会が増えており、また、市民に対する情報発信、情報公開が望まれてい
る。
■選挙制度改革が行われ、選挙権の年齢が１８歳に引き下げられた。（平成２８年参議院議員選挙から適用）

 ③ この施策に対して市民（対象者、納税者、関係者等）、議会からどのような意見や要望が寄せられているか？

 ① 平成27年度施策の取組方針  ② 平成27年度施策の取組方針の達成状況

■市民意識調査の結果をみると、議会に対する若年層の関心が薄いということ
から、さらに市民に関心を持たれる議会を目指し、議会改革のサポートを行うと
ともに、市民に対する議会活動の積極的な情報提供に努めていく。

■議会棟入口に本会議・委員会の開催状況、行政視察の受入状況、最新の
議会だよりの特集記事を掲示したほか議会だよりも配置し、議会への関心を引
くような仕掛けをした。
■政務活動費の執行状況は公表（ホームページ、議会だより）してきていたが、
情報公開室において、領収書等も閲覧できるようにした。
■広報広聴委員会において、議員と語ろかいの参加を呼びかけるため、市内
の各種団体へダイレクトメールをし、参加団体・　ｸﾞﾙｰﾌﾟを募った。

■市民への議会広報活動の充実を図るため、分かりやすい議会だよりの作成を行う必要がある。
■インターネットを利用した本会議の映像配信、会議録検索システム、ケーブルテレビを通じた議会中継、議会報告会等の広報手段を、議会だよりや広報誌
などを活用して市民に周知を図る必要がある。
■「議会基本条例」の的確な運用を図る必要がある。

 ② 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどのように変化しているか、更に今後どう変化するか？

7

　４　施策の特性・状況変化・住民意見等

開かれた議会運営の推進
　３　基本計画期間で解決すべき施策の課題(総合計画書より)

■議会
・傍聴しやすい議会の環境づくり。
・市民に対する議会活動の情報提供。（読みやすい議会だよりの発行など）
・議会基本条例（「市民に開かれた議会」、「市民参加の機会の拡充」及び「市
民参加及び市民との連携」）の積極的な運用を図る。

■住民
・議会を積極的に傍聴する。
・議案に関心を持つ。
・議会活動に関心を持つ。

年度
施策名



-

　２　基本事業の指標等の推移 ◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　△目標を未達成（95％未満）

　５　平成27年度基本事業の取組方針の達成状況
■市民への議会活動の広報充実を図るため、紙面のレイアウトの工夫な
どに取り組み、分かりやすい議会だよりの作成に努める。
■インターネットを利用した本会議の映像配信、会議録検索システム、
ケーブルテレビを通じた議会中継、議員と語ろかい等の広報手段を議会
だよりや広報誌などを活用して市民に周知を図る。
■「議会基本条例」の的確な運用を図る。
■議員と語ろかいを引き続き行う。

　６　平成27年度基本事業の成果指標の達成状況及び要因

　４　平成27年度基本事業の取組方針

■市民への議会活動の広報充実を図るため、紙面のレイアウトの工夫な
どに取り組み、分かりやすい議会だよりの作成に努める。
■インターネットを利用した本会議の映像配信、ホームページの会議録
検索システム、ケーブルテレビを通じた議会中継、議員と語ろかい等の
広報手段を議会だよりや広報誌などを活用して市民に周知を図る。
■議員と語ろかいを引き続き行う。

■市民への議会活動の広報充実を図るため、分かりやすい議会だよりの作成
に努める。
■インターネットを利用した本会議の映像配信、ホームページの会議録検索シ
ステム、ケーブルテレビを通じた議会中継、議員と語ろかい等の広報を議会だ
よりや広報誌などを活用して市民に周知を図る。
■議員と語ろかいを引き続き行う。
■ＦＭきりしまなどのメディアを活用し、議会活動の広報に努める。

　７　平成28年度基本事業の取組方針

■議会活動に関する情報提供が十分になされていると考える市民の割合は、平成27年度の実績が４６．５％であり、平成26年度の４３．４％から３．１ポイ
ント増加したものの、目標値には及ばなかった。議会活動の情報提供は議会だよりのブック化、ＹouＴubeでの一般質問の配信など充実してきているが、
若年層だけでなく、それ以外の人も情報提供は不足としている。
　また、議会がより市民に開かれたものとなるための取り組みとして、「議会だよりを読みやすくする」と答えた人の割合が高かった。
　要因としては、いろいろ取り組みはしているものの、浸透していないものとみられる。

24年度

Ａ

結果

成り行き値 50.0

43.4

達成率

■広報広聴常任委員会において、企画会議を重ね、分かりやすい議会だより
作成のため、紙面の工夫に努めた。
■議会棟入口に議会の開催状況を示す議会からのお知らせの掲示板を設置
し、合わせて議会だよりの特集記事の掲載も行った。
■議員と語ろかいを１６地区で開催するとともに、公募等の１５団体との意見交
換会を実施した。

市民

基本
事業№

議会活動に関する情報提供
が十分になされていると考え
る市民の割合

目標値

市民意識調査

72%

7-4-1 基本事業名

単位
③数値
   区分

28 年度 基本事業マネジメントシート　(平成27年度目標達成度評価)

①成果指標名

　１　基本事業の目的、取組み方針

50.0

　①基本計画期間における取り組み方針　(総合計画書より)

平成

基本事業
主担当課

27年度26年度

議事調査課議会に関する情報提供の充実

②対　象

50.0

施策名

②成果指標の測定方法

■議会だよりの更なる充実を図る。
■議会だより、ケーブルテレビなどの広報媒体を利用し、議会中継の充実や傍聴手段の周知を図る。
■議会報告会等により市民との対話を進める。

29年度
（目標年度）

50.0

4

60.0 62.0 64.0

7

70.0

50.0

28年度

81%

③意　図

43.4％ 実績値

△ △ △

68%

開かれた議会運営の推進

66.0

50.0 50.0

46.5

議会活動に関する情報が得られる

25年度

68.0

　８　平成29年度に向けた基本事業の課題・方向性

　３　基本計画期間における基本事業の目標設定の根拠
Ａ　「議会に関心を持っている市民の割合」については、「インターネットでの議会中継と本会議の会議録検索システムの導入」、「委員会の会議録の公
開」、「議会報告会の実施」、「広報広聴常任委員会の設置」、「議会棟の音響再生装置等の改修」等を行い、議会広報活動等の充実に努めている。今
後も議会広報活動等の更なる周知を図るとともに、「霧島市議会基本条例」の的確な運用を図ることにより、議会の審議内容がさらに理解され、議会がよ
り身近なものと感じられるように考えられることから70.0%を目標値とする。

70%

△



-

　２　基本事業の指標等の推移 ◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　△目標を未達成（95％未満）

　４　平成27年度基本事業の取組方針 　５　平成27年度基本事業の取組方針の達成状況

　７　平成28年度基本事業の取組方針 　８　平成29年度に向けた基本事業の課題・方向性
■議会及び議員の活動が適正かつ効率的に行われるよう、国や他市の
状況等の情報収集や提供を的確かつ迅速に行うなど議員活動及び議
会運営を支援する。
■議会基本条例に基づき、議員研修の充実に努めるとともに、議会活動
及び議員活動の支援に努める。

■議会及び議員の活動が適正かつ効率的に行われるよう、国や他市の状況等
の情報収集や提供を的確かつ迅速に行うなど議員活動及び議会運営を支援
する。
■議会基本条例に基づき、議員研修の充実に努めるとともに、議会活動及び
議員活動の支援に努める。
■議会運営等に関する職員研修等積極的に参加し、議員への的確な助言が
できるよう努める。

■議会及び議員の活動が適正かつ効率的に行われるよう、国や他市の
状況等の情報収集や提供を的確かつ迅速に行うなど議会運営を支援す
る。
■地域主権改革に伴い、議会機能の充実・強化が求められるため、議員
研修の充実に努めるとともに、議会基本条例に基づく議会活動及び議員
活動の支援に努める。

■議員の情報収集支援については、議会基本条例に基づく資料請求及び質
問に、所管部署と連携し対応した。
■議会運営を的確に行うため、また、議員への助言等できるよう職員を対象とし
た全国市議会議長会主催等の研修に積極的に参加した。
■鹿児島県市議会議長会等が主催する研修会のほか、独自の研修として、Ｎ
ＰＯ法人代表による「地域資源を生かしたまちづくり（地方創生）について」を企
画し、今後の議員活動の一助となるよう努めた。

　６　平成27年度基本事業の成果指標の達成状況及び要因
Ａ　議員提案の件数は前年より減少し、目標達成していないが、地方創生の特別委員会から、市長に対し提言が行われるなど、議会においては、所管委
員会の事務や議員と語ろかいにおいて出た意見などを各常任委員会の議題として、所管事務調査を行うなどし提言ができるように活動をしている。
ＢＣ　平成27年度の一般質問の人数は71人で、前年度に比較し増加しており、おおむね目標は達成している。
　　議会においては、議会基本条例を定め、議会改革にも努めており、議会改革度の調査においては、上位にランクされるなど、議会活性化が図られて
いる。これらの要因としては、議員研修及び行政視察等が議員活動や議会運営に生かされているものと思われる。

　３　基本計画期間における基本事業の目標設定の根拠
Ａ　類似団体でも年15件程度であり、本市もこの目標とする。
Ｂ、Ｃ　平成25年に改選があり、定数が減となった。これまでの成果指標は一般質問等の議員の数及び発言回数を成果指標としていたが、不明確な部分
もあったことから、平成26年度の振り返り時において、より成果指標として妥当な指標として上記の人数・割合に変更することとした。議会基本条例を定
め、積極的な議員活動を行っていることから、今後も活発な議論が期待される。（旧の考え方：平成25年度に改選があるものの、積極的な議員活動を行っ
ており、今後も実績値以上の議論が期待できる。）

結果 ○ ○ ○ ○

実績値 64.0 64.0 65.0 70.3

達成率 102%

64.0 64.0 64.0

102% 96% 98%

72.063.0 63.0 68.0 72.0 72.0

Ｃ
本会議で一般質問した議員
の割合

％ 会議録

成り行き値 64.0 64.0 64.0

目標値

結果 ○ ○ ○ ○

101% 96% 99%

67

72 68 72 72 72

73 65 71

達成率 103%

72 67 67 67

実績値 82

達成率 73%

Ｂ
本会議で一般質問した
議員の延べ人数

人 会議録

成り行き値 80

目標値 80

結果 △ △ △ △

47% 33% 20%

15

実績値 11 7 5 3

8 8 8

目標値 15 15 15 15 15

28年度 29年度
（目標年度）

Ａ
議員からの提案件数
（議提件数）

件 会議録

成り行き値 15 8 8

①成果指標名 単位 ②成果指標の測定方法
③数値
   区分

24年度 25年度 26年度 27年度

　①基本計画期間における取り組み方針　(総合計画書より)
　議員活動や議会運営に必要な情報収集等の支援を行う。また、議員を対象とした研修等を積極的に取り入れる。

②対　象 議会 ③意　図 活発な議論ができる環境が整う。

　１　基本事業の目的、取組み方針

基本事業マネジメントシート　(平成27年度目標達成度評価)
施策名
7 4 開かれた議会運営の推進

基本
事業№

7-4-2 基本事業名 議会運営への支援
基本事業
主担当課

議事調査課

平成 28 年度


